
【記載例５】 

 総合課税の譲渡所得と分離課税の譲渡所得に赤字と黒字がある場合（青色申告者の場合）②《措法 41 の５の２

適用初年度》 

 

  １ 「事業所得・営業等」の「所得金額」               △2,000,000 円 

  ２ 「総合短期譲渡所得」の「差引金額」                1,000,000 円 

  ３ 「総合長期譲渡所得」の「差引金額」                 800,000 円 

  ４ 「分離短期譲渡所得」の「差引金額」                3,000,000 円 

  ５ 「分離長期譲渡所得」の「差引金額」               △4,000,000 円 

   (うち、特定居住用財産の譲渡損失の金額（特定損失額） △600,000 円(※)) 

  (※「特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる金額の計算書【租税特別措置法第 41

条の５の２用】」の④欄の金額) 

 

《第四表（一）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載に当たっての留意事項） 

 １ 「長期・分離譲渡」の赤字（△4,000,000 円）を、「短期・分離譲渡」の黒字（3,000,000 円）から差し引

き、差引前の金額を下段にかっこ書きし、上段に差引後の金額を記載します。 

   なお、引ききれない「長期・分離譲渡」の赤字（△1,000,000 円）のうち、特定損失額（△600,000 円）に

ついては、損益通算の対象となります。 

 ２ 上記１の「長期・分離譲渡」の赤字（△1,000,000 円）のうち、損益通算の対象となる特定損失額（△600,000 

円）を、「短期・総合譲渡」の黒字（1,000,000 円）から差し引き、差引前の金額（「長期・分離譲渡」にあっ

ては、△1,000,000 円）を下段にかっこ書きし、上段に差引後の金額（「長期・分離譲渡」にあっては、△400,000

円）を記載します。この場合、「長期・分離譲渡」の「Ⓔ 損失額又は所得金額」欄には、「０」を記載します。 

   なお、特定損失額（△600,000 円）について、「長期・総合譲渡」の黒字（800,000 円）、「短期・総合譲渡」 

の黒字（1,000,000 円）の順序による差引計算を行っても差し支えありません。 
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《第四表（二）》 

 

△1,300,000 

２９ 確定 


